
（設問１）業務執行に関して
管理職ユニオンは、私たちの国土交通省の仕事は、国民生活の安全安心の確保と便利で豊かな社会資

本整備にあると考えています。2020年度以降、地方整備局関係では毎年度100名程度の増員があったも
のの、自然災害は毎年のように各地で発生し、「国土強靱化」の補正予算も毎年のように配置され、繁
忙を極めています。

１．このような職場実態で、あなたは何を改
善すべきだと思いますか。あなたの考えに近
い項目を選択してください。【複数回答可】

・補正予算ばかりが付くため、複数年で繰越
して執行できる予算制度に見直し

・適切な役職・職種を考えての中途採用者配
置仕事のやり方、やらせ方を改善

・事業計画や工事監督の業務に人員を集中し、
契約手続及び積算業務の極限まで簡素化

・災害時の自治体支援による負荷が増大、ど
こまで国が支援すべきか再検討

２．現状で何を改善すれば、業務執行が進めやすく
なると思いますか。【複数回答可】

・予算、業務量と比較して職員が少なすぎる
・単年度予算執行主義の改善
・適切な引き継ぎ、資料整理が重要
・上司部下の意思疎通改善
・幹部職員の意識改善
・資料作成目的の明確化
・業務のマニュアル化、機械化
・WEB会議やITによるOA化の推進
・災害時の自治体支援や対応の改善

二
〇
二
三
年
八
月
か
ら
十
二
月
に
か
け
て
実
施
し
た
管

理
職
員
等
ア
ン
ケ
ー
ト
は
全
国
で
７
４
７
名
の
皆
さ
ん
に

ご
協
力
い
た
だ
き
ま
し
た
。
改
め
て
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
目
的
は
、
日
頃
職
場
で
立
場
上
な

か
な
か
声
を
上
げ
る
こ
と
が
で
き
ず
、
仕
事
と
責
任
を
押

し
つ
け
ら
れ
激
務
に
耐
え
て
い
る
管
理
職
員
の
想
い
や
要

求
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
で
す
。
全
国
の
管
理
職
員
が
同

じ
悩
み
や
要
求
を
抱
え
て
い
る
こ
と
を
示
し
、
そ
の
原
因

を
分
析
し
、
政
策
・
要
求
と
し
て
具
体
化
す
る
こ
と
で
解

決
の
道
筋
を
示
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
ア
ン

ケ
ー
ト
は
記
述
部
分
を
多
く
し
た
関
係
で
、
様
々
な
ご
意

見
を
頂
き
ま
し
た
。
皆
さ
ん
、
ご
一
読
頂
き
管
理
職
ニ
オ

ン
に
感
想
・
意
見
を
伝
え
て
頂
け
れ
ば
幸
い
で
す
。

「
声
を
上
げ
に
く
い
立
場
」
の
管
理
職

た
ち
が
明
か
す
、
業
務
の
現
実
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（設問２）災害対応に関して
前回のアンケートでは、⾧期化する自然災

害対応において、派遣される職員の健康管理
を踏まえ、持続可能な体制とするため、「勤
務時間のルールが必要」との意見が多数あり
ました。 ルール化する方向性についてお聞
かせください。二つまでで回答下さい

自
然
災
害
対
応
に
お
け
る

職
員
の
健
康
管
理
と
持
続
可

能
な
体
制
構
築
の
た
め
に
は
、

勤
務
時
間
の
制
限
と
休
息
時

間
の
確
保
が
最
優
先
事
項
で

あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り

ま
し
た
。
専
門
部
署
の
設
置

や
人
員
の
増
加
、
休
暇
取
得

の
ル
ー
ル
化
な
ど
、
職
員
の

心
身
の
健
康
を
守
る
た
め
の

具
体
的
な
提
案
が
数
多
く
寄

せ
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

災
害
対
応
能
力
を
向
上
さ
せ

自
然
災
害
対
応
で
最
優
先

職
員
の
健
康
管
理
と

持
続
可
能
な
体
制
構
築

る
た
め
に
は
、
教
育
と
研
修

の
強
化
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
。

効
果
的
な
災
害
対
応
と
職
員

の
健
康
維
持
の
バ
ラ
ン
ス
を

如
何
に
取
る
か
、
そ
の
方
向

性
を
示
し
て
い
ま
す
。

自
然
災
害
時
の
職
員
の
健

康
管
理
と
体
制
強
化
に
関
す

る
こ
の
回
答
は
、
勤
務
時
間

の
適
正
化
、
体
制
の
整
備
、

教
育
の
充
実
が
重
要
で
あ
る

と
い
う
共
通
認
識
を
浮
き
彫

り
に
し
ま
し
た
。

職
場
の
人
手
不
足
と
業
務
過
多
が
深
刻
化

増
員
と
効
率
化
が
急
務

職
場
で
の
人
手
不
足
と
業

務
過
多
が
深
刻
化
し
て
い
る

こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し

た
。
特
に
職
員
増
員
の
要
望

が
高
く
、
定
員
削
減
の
中
止

や
仕
事
量
の
削
減
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

業
務
の
効
率
化
と
職
場
環

境
の
改
善
に
対
す
る
強
い
要

望
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

具
体
的
に
は
、
入
札
・
発
注

業
務
の
簡
素
化
、
無
計
画
な

業
務
の
削
減
、
調
査
業
務
の

合
理
化
、
過
剰
な
資
料
作
成

の
見
直
し
な
ど
が
課
題
と
し

て
挙
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
予
算
の
適
正
化
、
業

務
効
率
の
向
上
、
組
織
構
造

職
場
環
境
と
業
務
効
率
化
に
強
い
要
望

具
体
策
の
早
期
実
施
を
求
め
る
声

効
率
化
や
新
規
採
用
、
業

務
改
善
、
災
害
時
の
支
援
改

善
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
て
い
ま

す
。
こ
れ
ら
の
課
題
に
対
処

す
る
た
め
に
、
具
体
的
な
改

善
策
の
検
討
と
実
施
を
求
め

て
行
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

の
見
直
し
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の

推
進
、
災
害
対
応
の
強
化
な

ど
多
岐
に
わ
た
る
提
案
も
あ

り
、
具
体
的
な
改
善
策
の
策

定
と
実
行
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
実
行
可
能
な
改
善
策

の
早
期
実
施
を
期
待
し
、
効

率
的
で
生
産
的
な
職
場
を
実

現
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
ま

す
。

・⾧時間勤務の影響を考慮し、職員の健康管理を最優先に考える必要がある
・休暇制度の明確なルール作りが、職員の心身の健康維持に重要
・災害対応能力の向上を目指し、教育と研修の充実
・待機中の職員の役割や対応について明確なガイドラインが必要
・性別平等や安全管理、過度なルール回避、休暇制度の改善
・専門部署の設置や人員増加、業務分担の見直し
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（設問４）持続的建設行政の構築
管理職ユニオンは、国土交通省（旧建設省）の年齢
構成が50代前半をピークとしており、それ以下の世
代が非常に少なくなっている実態を危惧しています。
この年齢構成が職場に下記の弊害を与えていると考
えています。同意できる弊害に○を付けてください。

・予算、事業に見合った人員配置。新採の不足が元凶。 ・中堅層のモチベーション低下。
・若手担当者の育成不足。 ・係⾧昇任が早いが在職年数も⾧い。
・能力評価の不透明さ。内部的な無駄な仕事が多い。 ・経験不足からくる判断力低下。
・技術の継承が難しい。 ・管理職のチェック時間の減少。組織力の低下。
・学習機会の奪い合い。 ・低賃金。仕事量が多すぎる。超過勤務が多い。
・世代間ギャップが大きい。 ・管理職の負担増。管理職が繁忙化。人材育成能力の不足。

か
ね
て
よ
り
管
理
職
ユ
ニ

オ
ン
が
危
惧
し
て
い
る
年
齢

構
成
の
偏
り
が
浮
き
彫
り
に

な
り
ま
し
た
。
五
〇
代
前
半

を
ピ
ー
ク
に
そ
れ
以
下
の
世

代
が
少
な
い
状
況
が
、
組
織

内
で
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
を
引

き
起
こ
し
て
い
ま
す
。
技
術

継
承
の
困
難
さ
や
職
務
遂
行

上
の
問
題
、
組
織
文
化
や
労

働
条
件
に
関
す
る
不
満
、
世

代
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
の
乖
離
な
ど
が
挙
げ
ら
れ

ま
す
。
こ
れ
ら
の
課
題
は
組

織
全
体
の
効
率
性
や
活
力
を

損
な
う
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

改
善
策
の
検
討
が
急
務
で
す
。

国
交
省
の
課
題

ここ数年間、民間からの中途採用者や係⾧以
下の若手での辞職者が多く存在しています。辞
職に至る原因として最も大きいと感じるものを
教えてください。

職
場
か
ら
若
手
を
中
心
に
辞

職
者
が
増
え
て
い
る
背
景
に

は
複
数
の
要
因
が
浮
か
び
上

が
っ
て
い
ま
す
。
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
不
足
や
個
人
責

任
の
重
圧
、
人
事
の
不
透
明

性
、
そ
し
て
仕
事
の
配
置
の

不
確
実
性
が
、
辞
職
の
主
な

原
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い

ま
す
。
こ
れ
ら
の
問
題
は
組

織
内
の
風
土
や
制
度
に
根
ざ

し
て
お
り
、
解
決
に
は
組
織

全
体
の
改
革
が
必
要
で
す
。

職
場
離
れ
の
原
因

（設問３）処遇改善に関して
管理職ユニオンは、「国民の期待に応える業

務執行体制を整え、その成果に見合った処遇の
確保」を目指しています。その方策として下記
に要求を掲げていますが最も支持できるものを
教えてください。

職
員
の
声
を
反
映
し
た

昇
格
・
人
事
の
基
準
化
を

昇
格
条
件
の
整
備
や
待
遇
の
改
善
、

人
事
制
度
の
透
明
性
向
上
を
求
め
て

い
ま
す
。

特
に
支
持
さ
れ
た
の
は
、

級
別
昇
格
条
件
の
整
備
や
年
齢
制
限

の
見
直
し
で
す
。
高
齢
層
の
モ
チ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
向
上
に
よ
り
、
効
果

的
な
業
務
遂
行
が
期
待
で
き
ま
す
。

透
明
性
の
あ
る
人
事
制
度
の
確
立
は
、

組
織
の
発
展
に
と
っ
て
不
可
欠
で
す
。

・人事の基準化による６級昇格条件整備、事務所課
⾧、出張所⾧の５８歳迄の６級昇格実現
・級別昇格条件の整備や年齢制限の見直し、待遇や
手当の改善、人事制度の透明性向上、組織体制や業
務に関する課題
・年齢や局経験に基づく昇格格差の是正、待遇の地
域格差の解消、透明性のある人事評価制度の確立
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働
き
方
の
不
透
明
さ

と
給
与
へ
の
懸
念

四
月
か
ら
始
ま
っ
た
定
年
延

長
に
関
し
て
、
多
く
の
人
々
が

ま
だ
自
身
の
働
き
方
を
模
索
中

で
す
。
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
で
は
、

約
四
割
の
方
が
ま
だ
働
き
方
に

つ
い
て
考
え
て
お
ら
ず
不
透
明

感
が
漂
っ
て
い
ま
す
。

特
に
、
再
任
用
へ
の
期
待
や

定
年
後
の
給
与
へ
の
懸
念
が
顕

著
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
課
題
に

対
す
る
解
決
策
の
必
要
性
が
高

ま
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
こ
れ

か
ら
の
仕
事
内
容
や
経
済
的
な

不
安
も
ア
ン
ケ
ー
ト
参
加
者
の

心
配
事
と
し
て
挙
げ
ら
れ
、
課

題
に
対
す
る
政
策
や
支
援
策
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
は
明
確
に
、

収
入
維
持
や
経
験
活
か
し
を
重

視
す
る
意
向
が
強
い
こ
と
を
示

し
て
い
ま
す
。

労
働
市
場
や
企
業
に
お
け
る

シ
ニ
ア
層
の
役
割
や
働
き
方
が

経
験
を
活
か
す
と
と
も
に
、
所

得
が
必
要
で
あ
る
事
が
必
要
で

あ
り
、
今
後
の
政
策
や
国
交
省

の
対
応
が
、
こ
れ
ら
の
ニ
ー
ズ

に
適
切
に
応
え
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
ま
す
。

収
入
維
持
・
経
験
を

活
か
す
こ
と
を
重
視

（設問６）ユニオンの運動について

年
金
制
度
改
悪
や
退
職
金
削
減
の
阻
止
が
最
も
重
要
視
さ

れ
て
お
り
、
全
体
の
４
１･

５
％
が
こ
の
項
目
を
支
持
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
副
所
長
７
級
定
数
の
拡
大
や
建
設
関
連
団
体

と
の
協
力
も
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
結
果
を
踏
ま
え
て
、

管
理
職
ユ
ニ
オ
ン
と
し
て
今
後
の
運
動
を
構
築
し
て
い
き
ま

す
。

（設問５）定年延⾧に関して
２０２４年４月より「定年延⾧」が始まります。貴

方は６０歳以降はどんな働き方を希望しますか？
①～⑤を選択する理由を教えてください。
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